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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため、記載していません。 

３．第61期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

４．当社は、平成19年４月１日付で、普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行なっています。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 百万円 16,197 21,027 22,478 35,303 41,959 

経常利益 〃 3,028 4,058 4,883 6,977 8,266 

中間（当期）純利益 〃 1,857 2,683 3,530 4,296 5,554 

純資産額 〃 35,255 40,640 39,908 38,362 37,565 

総資産額 〃 44,103 50,971 50,181 49,458 47,664 

１株当たり純資産額 円 2,491.61 2,817.50 1,471.21 2,704.11 2,766.55 

１株当たり中間(当期)

純利益 
〃 131.24 189.77 133.39 296.56 400.79 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 79.94 78.12 77.60 77.57 76.82 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 2,815 1,641 5,122 6,334 5,411 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △928 1,277 △41 △2,555 △415 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △1,238 △1,308 △1,175 △1,664 △7,442 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
〃 10,839 14,164 13,944 12,530 10,098 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

人 
644 

[102] 

699 

[86] 

739 

[113] 

673 

[90] 

705 

[105] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在していないため、記載していません。 

３．第60期と第61期の１株当たり配当額には、特別配当50円を含んでいます。 

４．第61期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用していま

す。 

５．当社は、平成19年４月１日付で、普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行なっています。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 百万円 9,952 14,230 12,806 22,158 26,173 

経常利益 〃 2,775 3,747 5,060 4,348 4,885 

中間（当期）純利益 〃 2,055 2,964 4,382 2,809 3,641 

資本金 〃 6,134 6,134 6,134 6,134 6,134 

発行済株式総数 株 14,232,000 14,232,000 28,464,000 14,232,000 14,232,000 

純資産額 百万円 30,512 32,597 30,317 31,035 27,092 

総資産額 〃 35,965 39,671 36,812 38,295 33,810 

１株当たり純資産額 円 2,156.38 2,306.56 1,145.39 2,188.25 2,047.12 

１株当たり中間(当期)

純利益 
〃 145.28 209.68 165.58 193.41 262.74 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
〃 － － － － － 

１株当たり配当額 〃 30.00 30.00 30.00 110.00 110.00 

自己資本比率 ％ 84.84 82.17 82.36 81.00 80.13 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

人 
273 

[52] 

277 

[53] 

290 

[59] 

272 

[51] 

279 

[54] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、従業員数を示すと次のとおりです。 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しています。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用数は当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しています。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループにおいて労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。 

  平成19年９月30日現在

  従   業   員   数 （人） 

全社合計 739 (113)  

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 290 (59)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（用語説明と製品品目分類） 

 本半期報告書においては以下のとおり、用語（省略方法）を使用し、製品品目を分類しています。 

・当社グループの製造・販売する製品には、大別してPWB用部材とFPD用部材があります。 

・PWB用部材は、機能別にSR、エッチングレジスト、マーキングインキ、穴埋めインキなどに分けられますが、当

社グループの売上構成ではSRが最大の分野であり、さらにその中ではLPIが主流となっています。これらPWB用部材

を、PWBの種類に対応して「リジッド基板用部材」「PKG基板用およびフレキシブル基板用部材」「ビルドアップ基

板用部材」の３種類に分類しています。 

・FPD用部材の製品分野ではPDP用部材が売上高の大半を占めています。 

・当社グループの売上高にはこれらの製品の他に当社製品以外の若干の仕入商品等と特許売上（特許実施許諾料）

が含まれています。 

(1)経営成績 

ａ．連結業績の概況 

・PWB用部材の販売は、拡大トレンドを継続し順調に推移しました。「リジッド基板用部材」では、最大の市場

である中国市場が高成長であったほか、その他の市場も概ね安定成長を示しました。また、「PKG基板用および

フレキシブル基板用部材」や「ビルドアップ基板用部材」の販売も、半導体市場の回復基調を受け活発化しま

した。円安傾向の好影響も加わり、PWB用部材の売上高は17,260百万円（前年同期比12.3％増）となりました。 

・FPD用部材では、当中間期は原材料価格高騰に対応した販売価格改定の効果がありましたが、販売数量は需要

先であるPDPメーカーの在庫調整などを背景に低調でした。FPD用部材の売上高は4,540百万円（前年同期比

9.5％減）となりました。 

・収益面については、製品別売上構成の変化、FPD用部材での販売価格改定による採算改善、円安傾向による好

影響などを受け、売上高営業利益率は前中間期の18.5％から21.2％へ改善しました。 

・この結果、売上高は22,478百万円（前年同期比6.9％増）、営業利益は4,779百万円（前年同期比22.7％

増）、中間純利益は3,530百万円（前年同期比31.6％増）となりました。 

  本半期報告書での表記（省略）法 内容または従来の表記法 

1 PWB プリント配線板（PCB）

2 PWB用部材 「プリント配線板用部材（レジストインキなど）」

3 ソルダーレジスト（または“SR”） 「レジストインキ」

4 LPI 液状現像型ソルダーレジスト（当社の主力製品）

5 PKG基板用部材 「モジュール基板用材料」

6 FPD用部材 「フラットパネル・ディスプレイ（FPD）用部材」

7 PDP用部材 「プラズマディスプレイ・パネル（PDP）用部材」

 
前中間期実績 
（百万円） 

当中間期実績 
（百万円） 

前年同期比 

増減額 
（百万円） 

増減率 
（％） 

売上高 21,027 22,478 1,451 6.9 

営業利益 3,895 4,779 884 22.7 

経常利益 4,058 4,883 824 20.3 

中間純利益 2,683 3,530 847 31.6 



ｂ．個別業績の概況 

・PWB用部材では、「リジッド基板用部材」の海外市場向け輸出が減少する一方、半導体市場の回復基調などに

より、日本で集中生産している「PKG基板用およびフレキシブル基板用部材」や「ビルドアップ基板用部材」の

販売が活発化しました。 

・FPD用部材の販売は、前中間期において太陽インキ製造㈱から韓国タイヨウインキ㈱にPDP用部材の生産の一

部を移管した影響により、前年同期比減少しました。親会社・子会社間の資材売上は減少しました。 

・売上の中での製商品構成が変化したことの好影響などにより、営業利益率は前中間期の7.0％から10.0％へ上

昇しました。 

・この結果、売上高は12,806百万円（前年同期比10.0％減）、営業利益は1,286百万円（前年同期比29.0％増）

となりました。子会社からの受取配当金の増加もあり、中間純利益は4,382百万円（前年同期比47.8％増）とな

りました。 

ｃ．所在地別セグメントの状況 

［日本］ 

・日本国内に所在する連結会社は太陽インキ製造㈱１社ですので、上述しました「ｂ．個別業績の概況」と同

じです。 

［アジア］ 

・アジア地域の所在地別売上高は15,094百万円（前年同期比19.7％増）、営業利益は3,383百万円（前年同期比

27.8％増）となりました。各地域の概況は以下のとおりです。 

①台湾 

・台湾に所在する連結会社は生産販売子会社 台湾太陽油墨股份有限公司です。 

・汎用SRの分野では総じて低価格品への需要が高まる傾向が続いていますが、この動きもほぼ一巡し、平均販

売単価の下落は穏やかに推移しました。また、輸出を中心として販売数量が拡大したため、同社の業績は好調

でした。 

・なお、台湾市場では、太陽インキ製造㈱にて生産・販売している高付加価値製品であるPKG基板用部材の販売

が、半導体市場の回復基調を受け活発化しました。 

②韓国 

・韓国に所在する連結会社は生産販売子会社 韓国タイヨウインキ㈱です。 

・PWB用部材の販売は、太陽インキ製造㈱で生産され同社が輸入販売する「PKG基板用およびフレキシブル基板

用部材」や「ビルドアップ基板用部材」を中心に、好調に推移しました。 

・前中間期において、PDP用部材の生産の一部を太陽インキ製造㈱から同社に移管した影響により、同社の売

上、利益は大幅に拡大しました。なお、韓国市場向けPDP用部材の販売は、需要先であるPDPメーカーの在庫調

整などを受け低調でした。 

③中国（含む香港） 

・中国に所在する連結会社は生産販売子会社 太陽油墨（蘇州）有限公司および主に華南市場向け営業活動を

行う販売子会社 TAIYO INK INTERNATIONAL（HK）LIMITEDです。 

・中国のPWB業界は、ここ数年、世界の地域の中で最も高い成長を示しており、PWB用部材に関しては既に最大

の市場となっています。同地域での当社グループの販売は現在は「リジッド基板用部材」が中心となっていま

す。 

・当中間期も中国市場は世界の地域の中で最も高い成長を示し、PWB用部材、特に「リジッド基板用部材」の販

売拡大の牽引役となりました。太陽油墨（蘇州）有限公司は順調に生産・販売規模を拡大したほか、

TAIYO INK INTERNATIONAL（HK）LIMITEDの業績も好調でした。 

 
前中間期実績 
（百万円） 

当中間期実績 
（百万円） 

前年同期比 

増減額 
（百万円） 

増減率 
（％） 

売上高 14,230 12,806 △1,424 △10.0 

営業利益 997 1,286 289 29.0 

経常利益 3,747 5,060 1,313 35.0 

中間純利益 2,964 4,382 1,417 47.8 



④その他アジア 

・その他アジアに所在する連結会社は販売子会社 TAIYO INK INTERNATIONAL（SINGAPORE）PTE LTDです。 

・同社の主な担当市場はASEAN諸国です。タイ市場向けが好調に推移し、同社の業績は拡大しました。 

［北米］ 

・北米に所在する連結会社は生産販売子会社 TAIYO AMERICA, INC.です。 

・同社の主な担当市場は米国および欧州です。PWBの製造が欧米からアジア、特に中国へのシフトが進んだ結

果、市場規模はかつてに比べ大きく縮小しました。今後も欧米市場が大きく成長することはないと思われま

す。 

・このような中、米国市場において同社は幅広い顧客基盤を活用し、環境に適した業務推進に努め、トップ・

シェアを獲得しています。当中間期においては、欧州を中心として市場規模の縮小が一段と進んだため、同社

の売上高は702百万円（前年同期比16.5％減）、営業利益は113百万円（前年同期比16.1％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

・当中間期の連結キャッシュ・フロー、総資産額、純資産額の状況と大口要因は下表のとおりです。 

項 目 
前中間期金額 
（百万円） 

当中間期金額 
（百万円） 

大口要因 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
1,641 5,122 増益効果約11億円、たな卸資産の減少約20億円 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
1,277 △41 定期預金残高約６億円減少 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
△1,308 △1,175   

現金及び現金同等物の増減額 1,634 3,846   

現金及び現金同等物の 

中間期末残高 
14,164 13,944   

中間期末総資産額 50,971 50,181   

中間期末純資産額 40,640 39,908   



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注）１．金額は販売価格により表示しています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）商品仕入実績 

 （注）１．金額は実際商品仕入金額により表示しています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(3）受注状況 

 （注）１．見込生産販売も行っています。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

リジッド基板用部材（百万円） 13,275 10.0 

PKG基板用およびフレキシブル基板用部

材（百万円） 
3,099 24.0 

ビルドアップ基板用部材（百万円） 679 19.3 

FPD用部材（百万円） 4,349 △16.4 

その他（百万円） 31 23.5 

合計（百万円） 21,435 5.3 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

溶剤等（百万円） 401 △0.0 

合計（百万円） 401 △0.0 

品目 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

リジッド基板用部材 3,345 12.9 199 △11.5 

PKG基板用およびフレキシブル基

板用部材 
728 21.1 42 △4.6 

ビルドアップ基板用部材 221 22.7 13 △8.5 

FPD用部材 2,471 44.6 158 △9.9 

合計 6,765 24.0 415 △10.1 



(4）販売実績 

 （注）１．上記の金額には、特許売上は含まれていません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売

実績に対する割合は次のとおりです。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。  

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

リジッド基板用部材（百万円） 13,721 10.1 

PKG基板用およびフレキシブル基板用部

材（百万円） 
2,829 24.7 

ビルドアップ基板用部材（百万円） 709 12.4 

FPD用部材（百万円） 4,540 △9.5 

その他（百万円） 618 10.5 

合計（百万円） 22,420 7.0 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％） 

 LG Electronics Inc. 3,143 15.0 2,846 12.7 



５【研究開発活動】 

 当社グループは、高度情報化社会に対応した電子業界向けの各種絶縁材料、層間接続材料、導電性材料、接着剤材

料の研究開発を中心に行っています。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は428百万円となり、前中間連結会計期間に比べ約22百万円増加し

ています。 

 製品種類別の主要研究課題及び研究成果は次のとおりです。 

（１）PWB用部材 

 ① リジッド基板用部材 

（ⅰ）鉛フリー実装への対応として、スズめっき耐性に優れたマット／セミマット／グロスの３タイプのスクリーン

塗布用LPIを開発しました。 

（ⅱ）基板外観検査で読み取りエラーの少ない超高感度のレーザーダイレクトイメージング（LDI）対応LPIを開発し

ました。 

 ② PKG基板用およびフレキシブル基板用部材 

（ⅰ）反りが少なく、各種高精細露光方式に対応可能な超高感度タイプの薄板PKG基板用アルカリ現像型ドライフィ

ルムSRを開発しました。 

（ⅱ）反りが少なく高感度のフレキシブル基板用ノンハロ難燃タイプLPIを開発しました。 

 ③ ビルドアップ基板用部材 

 貯蔵安定性を大幅に向上した一液タイプ穴埋めインキ材料を開発しました。 

（２）FPD用部材 

PDPの生産性向上のため、100mJ/cm2の低光量で露光可能な高感度バス電極用黒色ペーストの低コスト品を開発しま

した。 

（３）その他の部材 

 ① 経年劣化が少なく高い光反射性を維持し、パターン形成性に優れるLED機器用のアルカリ現像型白色塗料を開発

しました。 

 ② センサーデバイスなどの素子と保護ガラスとの密閉構造形成用に、耐湿密着性に優れるアルカリ現像型接着剤を

開発しました。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。 

(2) 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、

次のとおりです。 

韓国タイヨウインキ株式会社（海外子会社）において、前連結会計年度末に計画していた倉庫施設の建設につ

いては、平成19年８月に完了しました。 

 なお、この新設は生産能力に影響ありません。 

(3) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 株式分割（１：２）によるものです。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 50,000,000 

計 50,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年12月14日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 28,464,000 28,464,000 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 28,464,000 28,464,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年４月１日 

（注）  
14,232,000 28,464,000 － 6,134 － 7,102 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、

2,447千株です。また、上記株数には株式会社三井住友銀行退職給付信託口分の株式、1,116千株が含ま

れています。 

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、1,233千株

です。 

３．上記資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、634千株です。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社 光 和 東京都練馬区中村北３－４－８ 5,247 18.43 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－11 3,730 13.10 

太陽インキ製造株式会社 東京都練馬区羽沢２－７－１ 1,995 7.00 

日本マスタートラスト信託 

銀行株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 1,463 5.14 

川原 光雄 東京都練馬区 1,199 4.21 

資産管理サービス信託銀行 

株式会社 

東京都中央区晴海１－８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス 

タワーＺ棟 

636 2.23 

四国化成工業株式会社 香川県丸亀市土器町東８－537－１ 631 2.21 

東新油脂株式会社 東京都足立区梅田５－14－11 538 1.89 

エイチエスビーシーファン 

ドサービシィズスパークス 

アセットマネジメントコー 

ポレイテッド  

（常任代理人 香港上海銀 

 行） 

１ QUEEN'S ROAD, CENTRAL, HONG KONG 

  

  

  

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

487 1.71 

タイヨウファンドエルピー 

  

（常任代理人 香港上海銀 

  行） 

1208 ORANGE STREET, WILMINGTON,  

DELAWARE 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

458 1.60 

計 － 16,388 57.57 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれています。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれています。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,995,100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,405,100 264,051 － 

単元未満株式 普通株式    63,800 － － 

発行済株式総数 28,464,000 － － 

総株主の議決権 － 264,051 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

太陽インキ製造株

式会社 

東京都練馬区羽沢

２－７－１ 
1,995,100 － 1,995,100 7.00 

計 － 1,995,100 － 1,995,100 7.00 

月別 平成19年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

高（円） 3,520 3,360 3,850 3,740 3,610 3,320 

低（円） 3,090 3,060 3,140 3,400 3,110 2,920 



第５【経理の状況】 

 １．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令 

    第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しています。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しています。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位

で記載していましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更していま

す。なお、比較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示し

ています。 

 ２．監査証明について 

    当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務

諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ．流動資産         

１．現金及び預金     14,976 14,968   12,143 

２．受取手形及び売掛金 ※１   9,899 11,156   10,451 

３．有価証券     0 0   0 

４．たな卸資産     6,019 4,531   5,229 

５．未収消費税等     366 299   497 

６．前払費用     72 105   80 

７．繰延税金資産     130 171   100 

８．その他     277 195   250 

９．貸倒引当金     △116 △273   △287 

流動資産合計     31,626 62.0 31,154 62.1   28,464 59.7

Ⅱ．固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物   15,199 9,231 9,143   

(2）機械及び装置   7,999 2,336 2,515   

(3）車両及び運搬具   260 71 83   

(4）工具、器具及び備品   2,014 581 580   

(5）土地   4,336 4,329 4,338   

(6）建設仮勘定   69 167 170   

(7）減価償却累計額 ※２ △12,968 16,912 － 16,718 － 16,831 

２．無形固定資産         

(1）のれん   114 86 100   

(2）借地権   121 122 122   

(3）ソフトウェア   295 206 253   

(4）電話加入権   2 2 2   

(5）その他   16 550 15 432 16 495 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

３．投資その他の資産       

(1）投資有価証券   1,307 1,309 1,328   

(2）非連結子会社株式   125 125 125   

(3）長期貸付金   10 12 10   

(4）長期前払費用   2 1 1   

(5）生命保険積立金   85 102 91   

(6）会員権・利用権   80 97 97   

(7）繰延税金資産   7 9 9   

(8）その他   508 460 451   

(9）貸倒引当金   △245 1,882 △241 1,875 △243 1,872 

固定資産合計     19,345 38.0 19,026 37.9   19,199 40.3

資産合計     50,971 100.0 50,181 100.0   47,664 100.0 

 



   
前中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ．流動負債         

１．支払手形及び買掛金 ※１   6,037 6,074   5,575 

２．未払金     806 603   763 

３．未払法人税等     826 1,059   839 

４．未払費用     221 224   316 

５．預り金     35 29   33 

６．賞与引当金     309 308   327 

７．役員賞与引当金     36 36   80 

８．繰延税金負債     4 2   47 

９．その他     39 35   43 

流動負債合計     8,316 16.3 8,374 16.7   8,028 16.9

Ⅱ．固定負債         

１．繰延税金負債     1,085 1,166   1,279 

２．退職給付引当金     839 646   698 

３．役員退職慰労引当金     76 80   84 

４．その他     14 5   6 

固定負債合計     2,015 4.0 1,898 3.8   2,070 4.3

負債合計     10,331 20.3 10,272 20.5   10,098 21.2

（純資産の部）         

Ⅰ．株主資本         

１．資本金     6,134 12.0 6,134 12.2   6,134 12.9

２．資本剰余金     7,102 13.9 7,102 14.2   7,102 14.9

３．利益剰余金     25,752 50.5 30,671 61.1   28,200 59.2

４．自己株式     △427 △0.8 △6,137 △12.2   △6,137 △12.9

株主資本合計     38,562 75.6 37,771 75.3   35,300 74.1

Ⅱ．評価・換算差額等         

１．その他有価証券評価差額金     456 0.9 310 0.6   409 0.8

２．為替換算調整勘定     798 1.6 858 1.7   904 1.9

評価・換算差額等合計     1,255 2.5 1,169 2.3   1,313 2.7

Ⅲ．少数株主持分     822 1.6 966 1.9   951 2.0

純資産合計     40,640 79.7 39,908 79.5   37,565 78.8

負債純資産合計     50,971 100.0 50,181 100.0   47,664 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

    

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高     21,027 100.0 22,478 100.0   41,959 100.0 

Ⅱ．売上原価     13,891 66.1 14,175 63.1   27,125 64.6

売上総利益     7,136 33.9 8,303 36.9   14,834 35.4

Ⅲ．販売費及び一般管理
費 

※1.2   3,241 15.4 3,523 15.7   6,868 16.4

営業利益     3,895 18.5 4,779 21.2   7,965 19.0

Ⅳ．営業外収益           

１．受取利息   80   97 162   

２．受取配当金   8   76 13   

３．為替差益   73   － 148   

４．その他   25 188 0.9 33 208 0.9 55 379 0.9

Ⅴ．営業外費用           

１．支払利息   1   2 4   

２．為替差損   －   84 －   

３．たな卸資産処分損   12   － 34   

４．その他   10 24 0.1 17 104 0.4 39 78 0.2

経常利益     4,058 19.3 4,883 21.7   8,266 19.7

Ⅵ．特別利益           

１．固定資産売却益 ※３ 4   0 7   

２．貸倒引当金戻入益   39   31 36   

３．その他   － 44 0.2 2 34 0.1 34 77 0.2

Ⅶ．特別損失           

１．固定資産売除却損 ※４ 14   9 53   

２．たな卸資産修正損   54   － 54   

３．特許和解金   210 279 1.3 － 9 0.0 210 317 0.8

税金等調整前中間
(当期)純利益 

    3,823 18.2 4,908 21.8   8,026 19.1

法人税、住民税及
び事業税 

  1,102   1,405 2,021   

法人税等調整額   △70 1,031 4.9 △159 1,245 5.5 216 2,237 5.3

少数株主利益     109 0.5 131 0.6   233 0.6

中間(当期)純利益     2,683 12.8 3,530 15.7   5,554 13.2

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（単位：百万円）

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 6,134 7,102 24,276 △333 37,180 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,131   △1,131 

利益処分による役員賞与     △75   △75 

中間純利益     2,683   2,683 

自己株式の取得       △93 △93 

株主資本以外の中間連結会計期
間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 － － 1,475 △93 1,382 

平成18年９月30日 残高 6,134 7,102 25,752 △427 38,562 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算  
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 562 619 1,182 797 39,159 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △1,131 

利益処分による役員賞与         △75 

中間純利益         2,683 

自己株式の取得         △93 

株主資本以外の中間連結会計期
間中の変動額（純額） 

△105 178 73 25 98 

中間連結会計期間中の変動額合計 △105 178 73 25 1,480 

平成18年９月30日 残高 456 798 1,255 822 40,640 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（単位：百万円）

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 6,134 7,102 28,200 △6,137 35,300 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,058   △1,058 

中間純利益     3,530   3,530 

自己株式の取得       △0 △0 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の中間連結会計期
間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 2,471 △0 2,471 

平成19年９月30日 残高 6,134 7,102 30,671 △6,137 37,771 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算  
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 409 904 1,313 951 37,565 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △1,058 

中間純利益         3,530 

自己株式の取得         △0 

自己株式の処分         0 

株主資本以外の中間連結会計期
間中の変動額（純額） 

△98 △45 △144 15 △128 

中間連結会計期間中の変動額合計 △98 △45 △144 15 2,342 

平成19年９月30日 残高 310 858 1,169 966 39,908 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（単位：百万円）

 （注） 平成18年６月の株主総会における利益処分項目です。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 6,134 7,102 24,276 △333 37,180 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △1,131   △1,131 

剰余金の配当     △423   △423 

利益処分による役員賞与     △75   △75 

当期純利益     5,554   5,554 

自己株式の取得       △5,803 △5,803 

株主資本以外の連結会計年度中
の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 － － 3,923 △5,803 △1,880 

平成19年３月31日 残高 6,134 7,102 28,200 △6,137 35,300 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算  
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 562 619 1,182 797 39,159 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）         △1,131 

剰余金の配当         △423 

利益処分による役員賞与         △75 

当期純利益         5,554 

自己株式の取得         △5,803 

株主資本以外の連結会計年度中
の変動額（純額） 

△152 284 131 154 285 

連結会計年度中の変動額合計 △152 284 131 154 △1,594 

平成19年３月31日 残高 409 904 1,313 951 37,565 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロ－ 

  

税金等調整前中間（当
期）純利益 

  3,823 4,908 8,026

減価償却費   804 749 1,668

のれん償却額   14 14 28

退職給付引当金の増減額
（減少：△） 

  50 △51 △90

役員退職慰労引当金の増
減額（減少：△） 

  1 △4 10

賞与引当金の増減額（減
少：△） 

  5 △18 24

役員賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  36 △44 80

貸倒引当金の増減額（減
少：△） 

  △65 △14 104

受取利息及び受取配当金   △89 △174 △176

支払利息   1 2 4

有形固定資産売却益   △4 △0 △7

有形固定資産売除却損   14 9 53

特許和解金   210 － 175

売上債権の増減額（増
加：△） 

  △505 △703 △1,014

たな卸資産の増減額（増
加：△） 

  △1,334 697 △550

その他流動資産の増減額
（増加：△） 

  △164 116 △251

仕入債務の増減額（減
少：△） 

  266 735 △425

その他流動負債の増減額
（減少：△） 

  △8 △287 114

役員賞与の支払額   △75 － △75

未払消費税等の増減額
（減少：△） 

  72 204 △48

小計   3,054 6,139 7,649

利息及び配当金の受取額   89 179 176

利息の支払額   △1 △2 △4

法人税等の支払額   △1,400 △1,193 △2,309

特許和解金支払額   △100 － △100

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,641 5,122 5,411

 



    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

定期預金の預入による支
出 

  △605 △1,634 △1,994

定期預金の払戻による収
入 

  2,269 2,682 2,499

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △324 △891 △722

有形固定資産の売却によ
る収入 

  11 1 22

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △0 △147 △99

長期貸付けによる支出   △9 △22 △21

長期貸付金の回収による
収入 

  10 9 17

関係会社株式等の取得に
よる支出 

  △36 － △36

ソフトウェアの取得によ
る支出 

  △25 △15 △101

その他   △12 △24 21

投資活動によるキャッシ
ュ・フロ－ 

  1,277 △41 △415

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロ－ 

  

自己株式の取得による支
出 

  △93 △0 △5,803

自己株式の売却による収
入 

  － 0 －

配当金の支払額   △1,131 △1,058 △1,555

少数株主への配当金の支
払額 

  △83 △116 △83

財務活動によるキャッシ
ュ・フロ－ 

  △1,308 △1,175 △7,442

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  24 △59 14

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

  1,634 3,846 △2,431

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首
残高 

  12,530 10,098 12,530

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※ 14,164 13,944 10,098

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数…………６社 

非連結子会社数………３社 

 当社の連結子会社はTAIYO  

AMERICA, INC.、韓国タイヨウイ

ンキ株式会社、台湾太陽油墨股

份有限公司、TAIYO INK  

INTERNATIONAL(HK)LIMITED、 

TAIYO INK INTERNATIONAL  

(SINGAPORE)PTE LTD、太陽油墨

（蘇州）有限公司の６社があり

ます。 

 非連結子会社の日本太陽株式

会社、TAIYO INK (THAILAND) 

CO.,LTD.、太陽物流株式会社の

３社は小規模であり、総資産、

売上高、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないため連結の範囲

から除外しています。 

１．連結の範囲に関する事項 

同左 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数………６社 

非連結子会社数……３社 

 当社の連結子会社はTAIYO  

AMERICA,INC.、韓国タイヨウイ

ンキ株式会社、台湾太陽油墨股

份有限公司、TAIYO INK  

INTERNATIONAL(HK)LIMITED、 

TAIYO INK INTERNATIONAL 

(SINGAPORE)PTE LTD、太陽油墨

（蘇州）有限公司の６社があり

ます。 

  非連結子会社の日本太陽株式

会社、TAIYO INK (THAILAND) 

CO.,LTD.、太陽物流株式会社の

３社は小規模であり、総資産、

売上高、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため連結の範囲から

除外しています。 

２．持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社は、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外していま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しています。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち、太陽油墨

（蘇州）有限公司の中間決算日

は６月30日です。中間連結財務

諸表の作成に当たっては中間連

結決算日現在で実施した仮決算

に基づく中間財務諸表を使用し

ています。なお、その他の連結

子会社の中間期の末日は中間連

結決算日と一致しています。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度に関する

事項 

 連結子会社のうち、太陽油墨

（蘇州）有限公司の決算日は12

月31日です。連結財務諸表の作

成に当たっては連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用しています。なお、

その他の連結子会社の事業年度

の末日は連結決算日と一致して

います。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

子会社株式 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

   時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

 たな卸資産は、主として

移動平均法による原価法を

採用しています。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

建物 

主として定額法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

建物 

主として定額法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

建物 

主として定額法 

建物以外 

主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物以外 

主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物以外 

主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりです。 

建物及び構築物 ７～60年

機械及び装置 ９年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び

備品 
３～８年

建物及び構築物 ７～60年

機械及び装置 ９年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び

備品 
３～８年

建物及び構築物 ７～60年

機械及び装置 ９年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び

備品 
３～８年

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （会計方針の変更） 

 当社は、法人税法改正に

伴い、当中間連結会計期間

より、平成19年４月１日以

降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方法

に変更しています。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ１百

万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しています。 

（追加情報） 

 当社は、法人税法改正に

伴い、平成19年３月31日以

前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含

めて計上しています。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ６百

万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しています。 

 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

② 無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

社内見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

  

② 無形固定資産 

同左 

借地権 

定額法 

  

  

  

その他 

定額法 

 なお、主要な耐用年数は

以下のとおりです。 

  

  

  

  

ソフトウェア 

（自社利用） 
５年

借地権 50年

  

  
 

   

  

③ 長期前払費用 

定額法 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるために、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しています。 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 当社及び一部の連結子会

社については、支給見込額

基準により算出した金額を

計上しています。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金 

 当社は役員賞与の支出に

備えて、当連結会計年度に

おける支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上

しています。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間よ

り、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第

４号平成17年11月29日）を

適用しています。 

 これにより営業利益、経

常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ36百

万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しています。 

③ 役員賞与引当金 

 当社は役員賞与の支出に

備えて、当連結会計年度に

おける支給見込額の当中間

連結会計期間負担額を計上

しています。 

③ 役員賞与引当金 

 当社は役員賞与の支出に

備えて、当連結会計年度に

負担すべき額を計上してい

ます。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号

 平成17年11月29日）を適

用しています。 

 これにより、営業利益、

経常利益及び税金等調整前

当期純利益はそれぞれ80百

万円減少しています。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載しています。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員

の平均残存勤務年数以内の

一定の年数（５年）による

定額法により、翌連結会計

年度から費用処理すること

としています。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員

の平均残存勤務年数以内の

一定の年数（５年）による

定額法により、翌連結会計

年度から費用処理すること

としています。 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しています。 

 数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員

の平均残存勤務年数以内の

一定の年数（５年）による

定額法により、翌連結会計

年度から費用処理すること

としています。 

（追加情報） 

 従来一部の在外連結子会

社については、その国の退

職給付制度に基づいて退職

給付引当金を計上していま

したが、前連結会計年度に

おいて当該国の退職給付制

度に変更が生じています。

なお、当該制度変更に伴う

影響額については前連結会

計年度において退職給付引

当金戻入益として既に計上

しているため、当中間連結

会計期間での影響額はあり

ません。 

   

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社は、役員に対する退

職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく中間期末

要支給額を引当計上してい

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社は、役員に対する退

職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支

給額を引当計上していま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4)重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

 なお、在外子会社の資産及

び負債は中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持

分に含めています。 

(4)重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4)重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しています。 

 なお、在外子会社の資産及

び負債は連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替

換算調整勘定及び少数株主持

分に含めています。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

 当社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によってい

るため、存外連結子会社につ

いては、通常の売買取引に準

じた会計処理によっていま

す。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

(6)その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

(6)その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってい

ます。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しています。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は39,817百万円です。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しています。 

 ──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しています。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は36,613百万円です。 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

 （中間連結貸借対照表） 

１．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「のれん」と表示しています。 

 （中間連結貸借対照表） 

１．       ────── 

２．       ────── ２．有形固定資産に対する減価償却累計額は、前中間

連結会計期間末は、各資産科目の控除科目として

区分掲載していましたが、各資産の金額から直接

控除し、その控除残高を各資産の金額として表示

し、当該減価償却累計額を一括して注記する方法

に変更しました。なお、当中間連結会計期間末を

前中間連結会計期間末同様の方法によった場合の

中間連結貸借対照表の表示については、以下のと

おりです。 

建物及び構築物（取得価額） 15,602百万円

機械及び装置（取得価額） 8,234百万円

車両及び運搬具（取得価額） 264百万円

工具、器具及び備品（取得価

額） 
2,359百万円

土地（取得価額） 4,329百万円

建設仮勘定（取得価額） 167百万円

減価償却累計額 △14,239百万円

 （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

費」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しています。 

────── 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

※１．中間連結会計期間末日満期手

形 

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

をしています。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の

中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高

に含まれています。 

※１．中間連結会計期間末日満期手

形 

 中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

をしています。なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の

中間連結会計期間末日満期手

形が中間連結会計期間末残高

に含まれています。 

※１．連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形

の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をし

ています。なお、当連結会計

年度末が金融機関の休日であ

ったため、次の連結会計年度

末日満期手形が連結会計年度

末残高に含まれています。 

受取手形 119百万円 受取手形    108百万円

支払手形    151百万円

受取手形    155百万円

※２．   ────── ※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

     14,239百万円     13,618百万円

 



前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

 ３．   ──────  ３．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約について 

 当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４

行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結して

います。これら契約に基づく

当中間連結会計期間末の借入

未実行残高は次のとおりで

す。 

 ３．当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約について 

 当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４

行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結して

います。これら契約に基づく

当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりです。 

 
当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000百万円

当座貸越極度額及び

貸出コミットメント

の総額 

5,000百万円

借入実行残高 －   

差引額 5,000百万円



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりです。 

配送費 301百万円

荷造梱包費 154百万円

販売手数料 181百万円

役員報酬 110百万円

給料 624百万円

賞与 50百万円

賞与引当金繰

入額 
185百万円

役員賞与引当

金繰入額 
36百万円

支払手数料 238百万円

減価償却費 237百万円

試験研究費 136百万円

顧問委託料 76百万円

旅費交通費 127百万円

退職給付費用 64百万円

のれん償却額 14百万円

   

配送費 321百万円

荷造梱包費 143百万円

販売手数料 205百万円

役員報酬 119百万円

給料 649百万円

賞与 46百万円

賞与引当金繰

入額 
134百万円

支払手数料 326百万円

減価償却費 183百万円

試験研究費 130百万円

顧問委託料 152百万円

旅費交通費 142百万円

退職給付費用 91百万円

のれん償却額 14百万円

   

配送費 590百万円

荷造梱包費 315百万円

販売手数料 354百万円

貸倒引当金繰

入額 
190百万円

役員報酬 217百万円

給料 1,249百万円

賞与 291百万円

賞与引当金繰

入額 
175百万円

役員賞与引当

金繰入額 
80百万円

支払手数料 543百万円

減価償却費 470百万円

試験研究費 265百万円

顧問委託料 175百万円

旅費交通費 256百万円

退職給付費用 129百万円

のれん償却額 28百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

※２ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

※２ 一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 

  405百万円   428百万円   817百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 ※３ 固定資産売却益の内訳 

車両及び運搬

具 
0百万円

工具、器具及

び備品 
0百万円

土地 4百万円

電話加入権 0百万円

工具、器具及

び備品 
0百万円

機械及び装置 1百万円

車両及び運搬

具 
1百万円

工具、器具及

び備品 
0百万円

土地 4百万円

電話加入権 0百万円

※４ 固定資産売除却損の内訳 ※４ 固定資産売除却損の内訳 ※４ 固定資産売除却損の内訳 

建物及び構築

物 
11百万円

機械及び装置 1百万円

車両及び運搬

具 
1百万円

工具、器具及

び備品 
0百万円

電話加入権 0百万円

機械及び装置 6百万円

車両及び運搬

具 
0百万円

工具、器具及

び備品 
3百万円

建物及び構築

物 
15百万円

機械及び装置 26百万円

車両及び運搬

具 
1百万円

工具、器具及

び備品 
2百万円

ソフトウェア 8百万円

電話加入権 0百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）自己株式の増加は、取締役会決議によるもの17,100株、単元未満株式の買取りによるもの140株です。 

２．配当に関する事項 

(1）配当支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 14,232,000 － － 14,232,000 

合計 14,232,000 － － 14,232,000 

自己株式        

普通株式 （注） 82,481 17,240 － 99,721 

合計 82,481 17,240 － 99,721 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,131 80 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 423 利益剰余金 30 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）１．発行済株式数の増加は、株式分割によるものです。 

２．自己株式の増加は、株式の分割によるもの997,541株、単元未満株式の買取りによるもの123株で

す。 

３．自己株式の減少は、単元未満株式の売渡しによるものです。 

２．配当に関する事項 

(1）配当支払額 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 14,232,000 14,232,000 － 28,464,000 

合計 14,232,000 14,232,000 － 28,464,000 

自己株式        

普通株式 （注）２、３ 997,541 997,664 48 1,995,157 

合計 997,541 997,664 48 1,995,157 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,058 80 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月13日 

取締役会 
普通株式 794 利益剰余金 30 平成19年９月30日 平成19年12月７日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類および総数ならびに自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）自己株式の増加は、取締役会決議によるもの914,500株、単元未満株式の買取りによるもの560株です。 

２．配当に関する事項 

(1）配当支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 14,232,000 － － 14,232,000 

合計 14,232,000 － － 14,232,000 

自己株式        

普通株式 （注） 82,481 915,060 － 997,541 

合計 82,481 915,060 － 997,541 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 1,131 80 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

平成18年11月16日 

取締役会 
普通株式 423 30 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日

定時株主総会 
普通株式 1,058 利益剰余金 80 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

現金及び預金

勘定 
14,976百万円

預け入れ期間

が３ヶ月を超

える定期預金 

△811百万円

現金及び現金

同等物 
14,164百万円

現金及び預金

勘定 
14,968百万円

預け入れ期間

が３ヶ月を超

える定期預金 

△1,023百万円

現金及び現金

同等物 
13,944百万円

現金及び預金

勘定 
12,143百万円

預け入れ期間

が３ヶ月を超

える定期預金 

△2,044百万円

現金及び現金

同等物 
10,098百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（借

主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（借

主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（借

主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具、
器具及
び備品 

13 7 6 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具、
器具及
び備品 

13 9 3

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

工具、
器具及
び備品 

13 8 5

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため支払利子

込み法により算定していま

す。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み法に

より算定しています。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内  2百万円

１年超    3百万円

合計    6百万円

１年内 2百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

１年内 2百万円

１年超 2百万円

合計 5百万円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料   1百万円

減価償却費相当額    1百万円

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法   

            同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法   

            同左 

 （減損損失について）  （減損損失について）  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

 失はありません。 

  同左   同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもの 

（当中間連結会計期間末） 

有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 498 1,231 732 

(2)債券       

国債・地方債等 3 3 － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 39 73 34 

合計 541 1,308 766 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 745 1,235 489 

(2)債券       

国債・地方債等 2 2 － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 40 72 31 

合計 788 1,309 521 



（前連結会計年度末） 

有価証券 

 その他有価証券で時価のあるもの 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  中間期末（期末）残高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 598 1,248 650 

(2)債券       

国債・地方債等 3 3 － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 39 77 37 

合計 641 1,329 687 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当社グループは主としてPWB用ソルダーレジスト等の製造・販売を営んでおり、事業区分が単一セグメントの

ため、事業の種類別セグメントの開示を行っていません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

(1)北米………米国 

(2)アジア……韓国、台湾、中国、香港、シンガポール 

３．会計方針の変更 

  （役員賞与に関する会計基準） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる事項」４．(3）③に記載のとおり当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しています。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は36百万円増加し、営業利益が同額減少して

います。 

所在国又は地域 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
合計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高             

①海外売上高 3,019 12,583 829 16,432 ― 16,432 

②本邦売上高 4,595 ― ― 4,595 ― 4,595 

小計 7,614 12,583 829 21,027 ― 21,027 

(2)セグメント間の内部売上又は振替高             

①海外売上高 6,616 6 11 6,634 △6,634 ― 

②本邦売上高 ― 14 ― 14 △14 ― 

小計 6,616 21 11 6,649 △6,649 ― 

合計 14,230 12,605 840 27,676 △6,649 21,027 

営業費用 13,233 9,957 706 23,896 △6,764 17,132 

営業利益 997 2,647 134 3,780 115 3,895 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

(1)北米………米国 

(2)アジア……韓国、台湾、中国、香港、シンガポール 

３．会計方針の変更 

  （重要な減価償却資産の減価償却の方法） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(2）①に記載のとおり減価償却の方法を変

更しています。この変更に伴い、従来と同じ方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の日本の営業費

用は８百万円増加し、営業利益が同額減少しています。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

(1)北米………米国 

(2)アジア……韓国、台湾、中国、香港、シンガポール 

所在国又は地域 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
合計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高             

①海外売上高 1,768 15,088 692 17,549 － 17,549 

②本邦売上高 4,929 － － 4,929 － 4,929 

小計 6,697 15,088 692 22,478 － 22,478 

(2)セグメント間の内部売上又は振替高             

①海外売上高 6,108 0 9 6,119 △6,119 － 

②本邦売上高 － 5 － 5 △5 － 

小計 6,108 6 9 6,124 △6,124 － 

合計 12,806 15,094 702 28,603 △6,124 22,478 

営業費用 11,519 11,711 589 23,820 △6,121 17,699 

営業利益 1,286 3,383 113 4,783 △3 4,779 

所在国又は地域 
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
合計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高             

①海外売上高 4,416 26,251 1,719 32,387 － 32,387 

②本邦売上高 9,571 － － 9,571 － 9,571 

小計 13,987 26,251 1,719 41,959 － 41,959 

(2）セグメント間の内部売上又は振替高             

①海外売上高 12,185 14 20 12,219 △12,219 － 

②本邦売上高 － 19 － 19 △19 － 

小計 12,185 34 20 12,239 △12,239 － 

合計 26,173 26,285 1,739 54,198 △12,239 41,959 

営業費用 24,071 20,731 1,481 46,283 △12,290 33,993 

営業利益 2,101 5,554 258 7,914 51 7,965 



３．会計方針の変更 

（役員賞与に関する会計基準） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）③に記載のとおり、当連結会計年度より

「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しています。この変更に

伴い、従来の方法によった場合に比べて、「日本」の営業費用は80百万円増加し、営業利益が同額減少して

います。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

(1）北米………………米国、カナダ 

(2）アジア……………韓国、台湾、中国、香港、タイ等 

(3）ヨーロッパ・他…フランス、スペイン等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

(1）北米………………米国、カナダ 

(2）アジア……………韓国、台湾、中国、香港、タイ等 

(3）ヨーロッパ・他…フランス、スペイン等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

(1）北米………………米国、カナダ 

(2）アジア……………韓国、台湾、中国、香港、タイ等 

(3）ヨーロッパ・他…フランス、スペイン等 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  北米 アジア ヨーロッパ・他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 682 15,573 176 16,432 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 21,027 

Ⅲ 
海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％） 
3.2 74.1 0.8 78.1 

  北米 アジア ヨーロッパ・他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 633 16,835 80 17,549 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 22,478 

Ⅲ 
海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％） 
2.8 74.9 0.4 78.1 

  北米 アジア ヨーロッパ・他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,561 30,488 337 32,387 

Ⅱ 連結売上高（百万円） ― ― ― 41,959 

Ⅲ 
海外売上高の連結売上高に占め

る割合（％） 
3.7 72.7 0.8 77.2 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,817円 50銭

１株当たり中間純利益 189円 77銭

１株当たり純資産額 1,471円 21銭

１株当たり中間純利益 133円 39銭

１株当たり純資産額 2,766円 55銭

１株当たり当期純利益 400円 79銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため、記載していません。 

   当社は、平成19年４月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ています。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりです。 

前中間連結 

会計期間 
前連結会計年度 

１株当たり 

純資産額 

1,408円 75銭 

１株当たり 

純資産額 

 1,383円 28銭 

１株当たり中間 

純利益金額 

  94円 88銭 

１株当たり当期 

純利益金額 

 200円 39銭 

 

  
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額 

（百万円） 
40,640 39,908 37,565 

純資産の部の合計額から控除

する金額（百万円） 
822 966 951 

（うち少数株主持分） 

（百万円） 
（822） (966）  (951） 

普通株式に係る中間期末（期

末）純資産額（百万円） 
39,817 38,941 36,613 

１株当たり純資産額の算定に

用いられた中間期末（期末）

の普通株式の数（株） 

14,132,279 26,468,843 13,234,459 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,683 3,530 5,554 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（百万円） 
2,683 3,530 5,554 

期中平均株式数（株） 14,139,710 26,468,891 13,860,044 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年12月11日開催の

取締役会において、会社法第165条

第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき

自己株式を取得することおよびその

具体的な取得方法について決議しま

した。 

 この決議に基づき、平成18年12月

12日までに行った自己株式の取得の

概要は次のとおりです。 

(1）取得の理由 

 １株当たりの株主価値の向上と

資本効率の向上を図るため。 

(2）取得の方法 

 東京証券取引所のToSTNeT-２

（終値取引）による買付け。 

(3）取得した株式の数 

  897,400株 

(4）取得価額の総額 

 5,707百万円 

──────  平成19年２月14日開催の当社取

締役会の決議に基づき、次のよう

に株式分割による新株式を発行し

ています。 

 平成19年４月１日付をもって普

通株式１株につき２株に分割しま

す。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   14,232,000株 

(2）分割方法 

 平成19年３月31日（土曜日）

［ただし、当日は株主名簿管理

人の休業日につき、実質上は平

成19年３月30日（金曜日）］

終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載又は記録された株主の所

有株式数を１株につき２株の割

合をもって分割します。 

 当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前連結会

計年度における１株当たり情報

及び当期首に行われたと仮定し

た場合の当連結会計年度におけ

る１株当たり情報は、それぞれ

以下のとおりです。 

  

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり  
純資産額 

１株当たり  
純資産額 

1,352.05円 1,383.28円 

１株当たり  
当期純利益金額 

１株当たり  
当期純利益金額 

148.28円 200.39円 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益額 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益額 

－円 －円 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   8,972 7,500 3,278   

２．受取手形 ※３ 1,176 1,113 1,155   

３．売掛金   5,287 5,673 5,627   

４．たな卸資産   2,461 1,361 2,062   

５．その他 ※２ 689 575 730   

６．貸倒引当金   △41 △42 △43   

流動資産合計     18,545 46.7 16,182 44.0   12,810 37.9

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物 ※１ 5,752 5,364 5,550   

(2）機械及び装置 ※１ 1,354 1,199 1,332   

(3）土地   3,403 3,403 3,403   

(4）建設仮勘定   0 － 15   

(5）その他 ※１ 701 814 801   

有形固定資産合計   11,212 10,782 11,103   

２．無形固定資産   195 135 173   

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券   1,305 1,307 1,326   

(2）関係会社株式   5,636 5,636 5,636   

(3）関係会社出資金   2,415 2,415 2,415   

(4）その他   395 386 379   

(5）貸倒引当金   △35 △35 △35   

投資その他の資産合計   9,717 9,710 9,722   

固定資産合計     21,125 53.3 20,629 56.0   21,000 62.1

資産合計     39,671 100.0 36,812 100.0   33,810 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日現在) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日現在) 
前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日現在) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形   2,380 2,427 2,087   

２．買掛金   2,577 2,216 2,340   

３．未払法人税等   386 481 298   

４．賞与引当金   285 260 320   

５．役員賞与引当金   36 36 80   

６．その他  664 552 950   

流動負債合計     6,330 15.9 5,973 16.2   6,076 18.0

Ⅱ 固定負債         

１．退職給付引当金   667 441 557   

２．役員退職慰労引当金   76 80 84   

固定負債合計     743 1.9 522 1.4   641 1.9

負債合計     7,074 17.8 6,495 17.6   6,718 19.9

          

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     6,134 15.5   6,134 16.7   6,134 18.1 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   7,102     7,102     7,102     

(2）その他資本剰余金   0     0     0     

資本剰余金合計     7,102 17.9   7,102 19.3   7,102 21.0 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   620     620     620     

(2）その他利益剰余金                     

配当準備積立金   851     －     851     

別途積立金   14,500     17,500     14,500     

繰越利益剰余金   3,357     4,785     3,610     

利益剰余金合計     19,329 48.7   22,906 62.2   19,582 57.9 

４．自己株式     △427 △1.1   △6,137 △16.6   △6,137 △18.1 

株主資本合計     32,140 81.0   30,006 81.6   26,682 78.9 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差額金     456 1.2   310 0.8   409 1.2 

評価・換算差額等合計     456 1.2   310 0.8   409 1.2 

純資産合計     32,597 82.2   30,317 82.4   27,092 80.1 

負債純資産合計     39,671 100.0   36,812 100.0   33,810 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     14,230 100.0 12,806 100.0   26,173 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※５   11,060 77.7 9,324 72.8   19,746 75.4

売上総利益     3,170 22.3 3,481 27.2   6,426 24.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※５   2,172 15.3 2,194 17.2   4,324 16.6

営業利益     997 7.0 1,286 10.0   2,101 8.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,780 19.5 3,858 30.1   2,819 10.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   29 0.2 84 0.6   36 0.1

経常利益     3,747 26.3 5,060 39.5   4,885 18.7

Ⅵ 特別利益 ※３   5 0.0 0 0.0   38 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４   273 1.9 5 0.0   294 1.1

税引前中間(当期)
純利益 

    3,479 24.4 5,055 39.5   4,629 17.7

法人税、住民税及
び事業税 

  582   733 908   

法人税等調整額   △67 514 3.6 △60 673 5.3 79 987 3.8

中間（当期）純利
益 

    2,964 20.8 4,382 34.2   3,641 13.9

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（単位：百万円）

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本  

準備金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 配当準備
積立金 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月
31日残高 

6,134 7,102 0 7,102 620 1,561 12,600 2,787 17,570 △333 30,473

中間会計期間
中の変動額                      

別途積立金
の積立て 

            1,900 △1,900 －   －

配当準備積
立金の取崩
し 

          △710   710 －   －

剰余金の配
当 

              △1,131 △1,131   △1,131

利益処分に
よる役員賞
与 

              △73 △73   △73

中間純利益               2,964 2,964   2,964

自己株式の
取得 

                  △93 △93

株主資本以
外の項目の
中間会計期
間中の変動
額（純額） 

                     

中間会計期間
中の変動額合
計 

－ － － － － △710 1,900 569 1,759 △93 1,666

平成18年９月
30日残高 

6,134 7,102 0 7,102 620 851 14,500 3,357 19,329 △427 32,140



（単位：百万円） 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月
31日残高 

562 562 31,035 

中間会計期間
中の変動額      

別途積立金
の積立て 

    － 

配当準備積
立金の取崩
し 

    － 

剰余金の配
当 

    △1,131 

利益処分に
よる役員賞
与 

    △73 

中間純利益     2,964 

自己株式の
取得 

    △93 

株主資本以
外の項目の
中間会計期
間中の変動
額（純額） 

△105 △105 △105 

中間会計期間
中の変動額合
計 

△105 △105 1,561 

平成18年９月
30日残高 

456 456 32,597 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（単位：百万円）

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本  

準備金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 配当準備
積立金 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成19年３月
31日残高 

6,134 7,102 0 7,102 620 851 14,500 3,610 19,582 △6,137 26,682

中間会計期間
中の変動額                      

別途積立金
の積立て 

            3,000 △3,000 －   －

配当準備積
立金の取崩
し 

          △851   851 －   －

剰余金の配
当 

              △1,058 △1,058   △1,058

中間純利益               4,382 4,382   4,382

自己株式の
取得 

                  △0 △0

自己株式の
処分 

    0 0           0 0

株主資本以
外の項目の
中間会計期
間中の変動
額（純額） 

                     

中間会計期間
中の変動額合
計 

－ － 0 0 － △851 3,000 1,175 3,323 △0 3,323

平成19年９月
30日残高 

6,134 7,102 0 7,102 620 － 17,500 4,785 22,906 △6,137 30,006



（単位：百万円） 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月
31日残高 

409 409 27,092 

中間会計期間
中の変動額      

別途積立金
の積立て 

    － 

配当準備積
立金の取崩
し 

    － 

剰余金の配
当 

    △1,058 

中間純利益     4,382 

自己株式の
取得 

    △0 

自己株式の
処分 

    0 

株主資本以
外の項目の
中間会計期
間中の変動
額（純額） 

△98 △98 △98 

中間会計期間
中の変動額合
計 

△98 △98 3,224 

平成19年９月
30日残高 

310 310 30,317 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（単位：百万円）

 （注）平成18年６月の株主総会における利益処分項目です。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本  
準備金 

その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

利益  
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 配当準備
積立金 

別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月
31日残高 

6,134 7,102 0 7,102 620 1,561 12,600 2,787 17,570 △333 30,473

事業年度中の
変動額                      

別途積立金
の積立て 

            1,900 △1,900 －   －

配当準備積
立金の取崩
し 

          △710   710 －   －

剰余金の配
当（注） 

              △1,131 △1,131   △1,131

剰余金の配
当 

              △423 △423   △423

利益処分に
よる役員賞
与 

              △73 △73   △73

当期純利益               3,641 3,641   3,641

自己株式の
取得 

                  △5,803 △5,803

株主資本以
外の項目の
事業年度中
の変動額
（純額） 

                     

事業年度中の
変動額合計 

－ － － － － △710 1,900 822 2,012 △5,803 △3,790

平成19年３月
31日残高 

6,134 7,102 0 7,102 620 851 14,500 3,610 19,582 △6,137 26,682



（単位：百万円） 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月
31日残高 

562 562 31,035 

事業年度中の
変動額      

別途積立金
の積立て 

    － 

配当準備積
立金の取崩
し 

    － 

剰余金の配
当（注） 

    △1,131 

剰余金の配
当 

    △423 

利益処分に
よる役員賞
与 

    △73 

当期純利益     3,641 

自己株式の
取得 

    △5,803 

株主資本以
外の項目の
事業年度中
の変動額
（純額） 

△152 △152 △152 

事業年度中の
変動額合計 

△152 △152 △3,943 

平成19年３月
31日残高 

409 409 27,092 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

   時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

    製品、商品、仕掛品、原材料 

移動平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

製品、商品、仕掛品、原材料 

同左 

(3）たな卸資産 

製品、商品、仕掛品、原材料 

同左 

   貯蔵品 

終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しています。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物 15～50年

構築物 ７～60年

機械及び装置 ９年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ３～８年

建物 15～50年

構築物 ７～60年

機械及び装置 ９年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品３～８年

建物 15～50年

構築物 ７～60年

機械及び装置 ９年

車両及び運搬具 ４～６年

工具、器具及び備品 ３～８年

  （会計方針の変更） 

 当社は、法人税法改正に伴い、

当中間会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更して

います。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ１百万円減少しています。 

 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （追加情報） 

 当社は、法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との

差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上して

います。 

 これにより営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は、それぞ

れ６百万円減少しています。 

 

(2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

社内見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

その他 

定額法 

   

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるために、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しています。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備える

ために支給見込額基準により算

出した金額を計上しています。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ています。 

(3）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ています。 

(3）役員賞与引当金   

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額に

基づき計上しています。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しています。これ

により営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、それぞれ

36百万円減少しています。 

  

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しています。これに

より営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ80

百万円減少しています。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年数

（５年）による定額法により、

翌事業年度から費用処理するこ

ととしています。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しています。 

 数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均残

存勤務年数以内の一定の年数

（５年）による定額法により、

翌事業年度から費用処理するこ

ととしています。 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

払に充てるため、内規に基づく

中間期末要支給額を引当計上し

ています。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

払に充てるため、内規に基づく

期末要支給額を引当計上してい

ます。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しています。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算の基準 

同左 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ています。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっていま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっています。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しています。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は32,597百万円です。な

お、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、

改正後の中間財務諸表等規則により

作成しています。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）および「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しています。 

 なお、従来の資本の部の合計に相

当する金額は27,092百万円です。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、9,287百万円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、10,108百万円です。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額

は、9,705百万円です。 

※２ 消費税等の取り扱いは次のと

おりです。 

 仮払消費税及び仮受消費税

は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示して

います。 

※２ 消費税等の取り扱いは次のと

おりです。 

同左 

※２      ────── 

※３ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計

処理については、手形交換日

をもって決済処理をしていま

す。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の末日であっ

たため、次の中間期末日満期

手形が中間期末残高に含まれ

ています。 

※３ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計

処理については、手形交換日

をもって決済処理をしていま

す。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の末日であっ

たため、次の中間期末日満期

手形が中間期末残高に含まれ

ています。 

※３ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって

決済処理をしています。なお、

当期末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形

が期末残高に含まれています。 

受取手形 119百万円 受取手形 108百万円 受取手形 124百万円

４    ────── ４ 当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約について 

 当社は、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４

行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結して

います。これら契約に基づく

当中間会計期間末の借入未実

行残高は次のとおりです。 

４ 当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約について 

 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しています。

これら契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとお

りです。 

 
当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントの総額

5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000百万円

当座貸越極度額

及び貸出コミッ

トメントの総額

5,000百万円

借入実行残高 － 

差引額 5,000百万円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１  営業外収益の主要項目は次の

とおりです。 

※１  営業外収益の主要項目は次のと

おりです。 

※１  営業外収益の主要項目は次のと

おりです。 

受取手数料 41百万円

受取配当金 2,726百万円

受取手数料 35百万円

受取配当金 3,802百万円

受取手数料 59百万円

受取配当金 2,731百万円

※２  営業外費用の主要項目は次の

とおりです。 

※２  営業外費用の主要項目は次のと

おりです。 

※２  営業外費用の主要項目は次のと

おりです。 

支払利息 0百万円

為替差損 22百万円

支払手数料 2百万円

為替差損 77百万円

支払手数料 4百万円

為替差損 17百万円

※３  特別利益の主要項目は次のと

おりです。 

※３    ────── ※３  特別利益の主要項目は次のとお

りです。 

固定資産売却益 4百万円   特許和解金 34百万円

※４  特別損失の主要項目は次のと

おりです。 

※４    ────── ※４  特別損失の主要項目は次のとお

りです。 

たな卸資産修正損 54百万円

特許和解金 210百万円

  たな卸資産修正損 54百万円

特許和解金 210百万円

※５ 減価償却の実施額は次のとお

りです。 

※５ 減価償却の実施額は次のとおり

です。 

※５ 減価償却の実施額は次のとおり

です。 

有形固定資産 441百万円

無形固定資産 87百万円

有形固定資産 425百万円

無形固定資産 39百万円

有形固定資産 913百万円

無形固定資産 174百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）自己株式の増加は、取締役会決議によるもの17,100株、単元未満株式の買取りによるもの140株です。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）１．自己株式の増加は、株式の分割によるもの997,541株、単元未満株式の買取りによるもの123株で

す。 

２．自己株式の減少は、単元未満株式の売渡しによるものです。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

（注）自己株式の増加は、取締役会決議によるもの914,500株、単位未満株式の買取りによるもの560株です。 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 82,481 17,240 － 99,721 

合計 82,481 17,240 － 99,721 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 （注） 997,541 997,664 48 1,995,157 

合計 997,541 997,664 48 1,995,157 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 （注） 82,481 915,060 － 997,541 

合計 82,481 915,060 － 997,541 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具及
び備品 

13 7 6 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

工具器具及
び備品 

13 9 3

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

工具器具及
び備品 

13 8 5

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定していま

す。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため支払利子込み法に

より算定しています。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース期末残高相当額 

１年内      2百万円

１年超      3百万円

合計      6百万円

１年内 2百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

１年内 2百万円

１年超 2百万円

合計 5百万円

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ています。 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

支払リース料    1百万円

減価償却費相当額    1百万円

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っています。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について）  （減損損失について）  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

 失はありません。 

 同左  同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 （注）２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,306円 56銭

１株当たり中間純利益 209円 68銭

１株当たり純資産額 1,145円 39銭

１株当たり中間純利益 165円 58銭

１株当たり純資産額 2,047円 12銭

１株当たり当期純利益 262円 74銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

ないため、記載していません。 

   当社は、平成19年４月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ています。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりです。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり 

純資産額 

1,153円 28銭 

１株当たり 

純資産額 

 1,023円 56銭 

１株当たり中間 

純利益金額 

 104円 84銭 

１株当たり当期 

純利益金額 

 131円 37銭 

 

  
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額 

（百万円） 
32,597 30,317 27,092 

純資産の部の合計額から控除

する金額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期

末）純資産額（百万円） 
32,597 30,317 27,092 

１株当たり純資産額の算定に

用いられた中間期末（期末）

の普通株式の数（株） 

14,132,279 26,468,843 13,234,459 

  
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

中間（当期）純利益 

（百万円） 
2,964 4,382 3,641 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）

純利益（百万円） 
2,964 4,382 3,641 

期中平均株式数（株） 14,139,710 26,468,891 13,860,044 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成18年12月11日開催の

取締役会において、会社法第165条

第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき

自己株式を取得することおよびその

具体的な取得方法について決議しま

した。 

 この決議に基づき、平成18年12月

12日までに行った自己株式の取得の

概要は次のとおりです。 

(1）取得の理由 

 １株当たりの株主価値の向上と

資本効率の向上を図るため。 

(2）取得の方法 

 東京証券取引所のToSTNeT-２

（終値取引）による買付け。 

(3）取得した株式の数 

 897,400株 

(4）取得価額の総額 

 5,707百万円 

──────  平成19年２月14日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行していま

す。 

 平成19年４月１日付をもって普通

株式１株につき２株に分割します。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式   14,232,000株 

(2）分割方法 

 平成19年３月31日（土曜日）

［ただし、当日は株主名簿管理

人の休業日につき、実質上は平

成19年３月30日（金曜日）］

終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載又は記録された株主の所

有株式数を１株につき２株の割

合をもって分割します。 

  当該株式分割が前期首に行わ 

れたと仮定した場合の前事業年

度における１株当たり情報及び

当期首に行われたと仮定した場

合の当事業年度における１株当

たり情報は、それぞれ以下のと

おりです。 

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり  
純資産額 

１株当たり  
純資産額 

1,094.12円 1,023.56円 

１株当たり  
当期純利益金額 

１株当たり  
当期純利益金額 

96.71円 131.37円 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益額 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益額 

－円 －円 



(2）【その他】 

 平成19年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

 （注）平成19年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対し支払いを行います。

(イ)中間配当による配当金の総額 794,065,290円

(ロ)１株当たりの金額 30円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月７日



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第61期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

  平成19年９月13日関東財務局長に提出             

 事業年度（第61期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

です。            



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書   

    平成18年12月20日 

太陽インキ製造株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている太陽イ

ンキ製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、太陽インキ製造株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年12月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を取得した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

    平成19年12月14日 

太陽インキ製造株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる太陽インキ製造株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19

年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、太陽インキ製造株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

    平成18年12月20日 

太陽インキ製造株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている太陽イ

ンキ製造株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、太陽インキ製造株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年12月11日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を取得した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書   

    平成19年12月14日 

太陽インキ製造株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 猪瀬 忠彦  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 早稲田 宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる太陽インキ製造株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第62期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、太陽インキ製造株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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